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 後期高齢者医療保険料については、令和８年６月９日に岡山県後期高齢者医療広域連合長名

で県知事に質問書を提出され、７月１日に県から質問に対する回答書が広域連合に提出されま

した。 

県の回答には、広域連合の質問や提示した論点に対する回答がなく、さらには、広域連合と県

との間で見解の相違がある内容が含まれていることから、広域連合は、その相違点や基本的な

考え方を整理した資料を作成し、７月17日に構成市町村に配付されましたので情報提供します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

後期高齢者医療保険料 

について 

【問い合わせ先】 
岡⼭市 医療助成課 逢澤・成廣  直通086-803-1217 内線5720 



参考



   

  

   

 



 















   

1 
 

岡広総第１８号 

令和８年６月９日 

 

岡山県知事 伊原木 隆太 様 

 

岡山県後期高齢者医療広域連合長 大森 雅夫   

 

 

後期高齢者医療保険料について 

 

令和８・９年度の後期高齢医療保険料について、当広域連合は、保険料の急激な

増加を抑制するため、昨年９月以降、財政安定化基金の活用について県に要請し、

事務レベルで８回にわたって協議を重ねましたが、県からは財政安定化基金の活用

を認めないと口頭で通知があり、保険料の大幅な上昇が一切抑制されないまま保険

料改定に至りました。 

私は、令和８年５月２６日付で、当広域連合の連合長に就任し、この経緯につい

て事実確認を行ったところですが、広域連合長として、課題や疑問を下記のとおり

お示ししますので、令和８年６月末までに文書にてご回答いただきますようお願い

申し上げます。 

 

記 

１ 保険料の上昇幅について 

今回の改定後の保険料率は、均等割額は 61,500 円で全国順位は改定前の 24 位

から 11 位、所得割率は 11.13％で全国順位は改定前の 19 位から 11 位に上昇して

います。また、上昇幅に着目すると、保険料率の上昇幅は、均等割額は 11,300 円

で全国３位、所得割率は0.64ポイントで全国８位です。 

物価高騰が継続する中での今回の保険料の上昇は、被保険者の生活に深刻な影響

を及ぼすことから、私は、少しでも保険料の上昇を抑えるべきだったのではないか

と考えていますが、貴職は、今回の保険料の増加についてどのように受け止めてい

るかお示しください。 

 

２ 後期高齢者医療財政安定化基金の活用（特例交付）について 

保険料改定においては、令和２・３年度以降３期にわたって、県の判断に基づき

基金１０億円の活用を見込んで料率を決定してきました。 

今回は子ども子育て分の上乗せ等により、過去最大と見込まれる保険料上昇を抑

えるため、当広域連合からは、従前どおりの基金１０億円の活用を要請するにとど
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まらず、協議開始当初には、厚生労働省の示した特例交付を行う場合の活用額の目

安により、例えば３０億円の活用も可能であることをお伝えしたうえで、基金活用

の増額についても要請しました。 

これに対し、県からは、保険料の増加抑制よりも、財政リスクに備えて基金の全

額を維持することが適当であると、従前から行っていた１０億円の活用も否定し、

財政安定化基金の特例交付を行わないと口頭で通知がありました。なお、これは貴

職の判断によるものと聞いています。 

 

（１）給付費準備基金（剰余金）について 

県は、県議会の答弁において、広域連合の剰余金残高が令和２年度末の約７０億

円から令和７年度末には約１２億円と見込まれ年々減少していることを広域連合

における懸念の筆頭にあげています（R8.3.4／県議会）。 

また、貴職は「以前７０億円ぐらいあったこの剰余金が随分減ってくると、その

期の途中で赤字になるっていう可能性が随分出てきます。（R8.3.19／記者会見）」

と発言されており、広域連合の給付費準備基金（剰余金）が近年大きく減少傾向に

あることをもって、財政リスクが高まっているとのお考えです。 

しかしながら、赤字は、給付費の見込み違い等から生じるものであって、そもそ

も剰余金の多寡とは無関係です。 

剰余金は、保険料収入と医療給付費総額等の支出の差により生じるもの、つまり、

保険料が使い切らずに残ったものです。国は、こうした剰余金の本質を踏まえ、保

険料算定において、前期の給付費準備基金（剰余金）を、保険料抑制財源として全

額投入するよう求めており、当広域連合も、それに従って、保険料算定時に給付費

準備基金（剰余金）を全額投入しています。 

こうしたことを、当広域連合から、県との協議の過程において丁寧に説明してま

いりましたが、それにもかかわらず県が、財政リスクが高まっていると判断した理

由と根拠をお示しください。 

 

（２）財政安定化基金の保有すべき額について 

国が示した基金の特例交付を行う場合の考え方（令和７年７月７日付厚生労働省

保険局高齢者医療課事務連絡「後期高齢者医療の財政安定化基金の特例交付につい

て」）に基づき、岡山広域の状況にあてはめて保有しておくべき基金残高の目安を

算出すると約８億円であり、県の判断と大きく乖離しています。 

国の通知については、県も当然承知していると考えられますが、県は、従前の基

金１０億円の活用すら認めず、基金４０億円全額を保有する必要があると判断した

具体的な理由と根拠をお示しください。 
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３ 県の責務と権限について 

（１）財政安定化基金の特例交付に係る県の権限について 

貴職は、「広域連合が、県との事前協議を踏まえ、県の基金を投入しない保険料

改定案を自ら作成の上、法に基づく正式な協議として提出し、県もそれを適当と認

めたもの。（R8.3.6／県議会答弁）」と発言されています。 

保険料率の決定は、広域連合の権限で行われるものですが、高齢者の医療の確保

に関する法律附則第 14 条によると、保険料率算定における保険料増加の抑制財源

である財政安定化基金の特例交付を行う権限は都道府県にあり、広域連合にはあり

ません。 

当広域連合は、県の判断に従い、やむを得ず特例交付を見込まない保険料率を定

める条例案を作成することとなったものであります。特例交付を行う権限を有して

いる県が基金を投入しないと判断したという事実は重いものであり、その自らの役

割について触れない貴職の発言は極めて遺憾であります。この点についての見解を

お示しください。 

 

（２）責務と権限に応じた主体的な関わりについて 

貴職は、「必要に応じてアドバイスはしますけれども、責任を持っているのは広

域連合ですので。国ですとか県っていうのは、そこに対して、ちゃんと回してもら

えるように見ているということです。（R8.4.24／記者会見）」「後期高齢者医療制度

の責任主体は広域連合であり、（岡山市という）一構成団体が直接要望書を提出さ

れたことに違和感を感じる。（R8.3.6／県議会答弁）」と発言されています。 

高齢者の医療の確保に関する法律第4条において、都道府県を含む地方公共団体

は、国民の高齢期における適切な医療の確保という法律の趣旨を尊重し、後期高齢

者医療制度を含む制度運営が適切かつ円滑に行われるよう、所要の施策を実施しな

ければならない旨が規定されております。このたびの保険料率や財政安定化基金の

特例交付の意思決定プロセスにおいても、都道府県、市町村、また市町村が設置し

た広域連合がそれぞれの責務と権限に応じて主体的に関わっていく姿勢が求めら

れるのではないでしょうか。 

特に、後期高齢者医療保険料は、高齢者負担率や子ども子育て支援金等の国が示

す所与の条件の下で算出されることから、保険料率の増加抑制は、県が権限を有す

る財政安定化基金の特例交付がポイントになります。 

県、市町村及び市町村が共同設置した広域連合が、後期高齢者の生活の安定を支

え、医療の適正化に資するよう、違和感を感じることなく、お互い十分相談して保

険料率を決めていくべきではないでしょうか。この考え方に対する貴職の見解をお

示しください。 

※質問箇所に下線
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